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市第91号議案 

   京浜港連携協議会規約についての協議 

 次のように京浜港連携協議会規約を定めることについて、東京都

及び川崎市と協議するものとする。 

平成21年11月27日提出 

                 横浜市長 林   文 子 

   京浜港連携協議会規約 

目次 

 第１章 総則（第１条―第５条） 

 第２章 組織（第６条―第11条） 

 第３章 会議（第12条―第14条） 

 第４章 財務（第15条―第22条） 

 第５章 補則（第23条―第25条） 

 附則 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この協議会（以下「協議会」という。）は、東京港、川崎 

港及び横浜港（以下「京浜港」という。）の一体的な経営を実現

するため、京浜港の各港湾管理者がそれぞれ策定する港湾計画の

基本となる京浜港の総合的な計画を共同して作成すること及び一

体的な経営に係る連絡調整を図ることを目的とする。 

（名称） 

第２条 協議会の名称は、京浜港連携協議会とする。 

 （構成） 

第３条 協議会は、東京都、川崎市及び横浜市（以下「関係団体」 
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 という。）がこれを設ける。 

 （担任する事務） 

第４条 協議会は、次に掲げる事務を担任する。 

 (1) 京浜港の総合的な計画の作成に関する事務 

 (2) 京浜港の一体的な経営に係る連絡調整に関する事務 

 （事務所） 

第５条 協議会の事務所は、会長が属する普通地方公共団体の事務 

 所内に置く。 

   第２章 組織 

 （組織） 

第６条 協議会は、会長及び委員３人をもってこれを組織する。 

 （会長） 

第７条 会長は、関係団体の長が、その協議により、関係団体の副 

 知事又は副市長のうちから選任する。 

２ 会長の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

３ 前項の規定にかかわらず、任期途中の会長の交代に伴う後任の 

 会長の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 会長は、非常勤とする。 

５ 関係団体の長は、会長が心身の故障のため、職務の遂行に堪え 

 ないと認めるとき、又は会長に職務上の義務違反その他会長たる 

 に適しない非行があると認めるときは、その協議により、任期中 

 においてもこれを解任することができる。 

 （委員） 

第８条 委員は、東京都港湾局長、川崎市港湾局長及び横浜市港湾 

 局長をもって充てる。 
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２ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

３ 前項の規定にかかわらず、任期途中の委員の交代に伴う後任の 

 委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、非常勤とする。 

 （会長の職務代理） 

第９条 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらか 

 じめ会長が指定する委員が会長の職務を代理する。 

 （職員） 

第10条 第４条各号に掲げる事務に従事する職員（以下「協議会職 

 員」という。）の定数及び当該定数の関係団体に係る配分につい 

 ては、関係団体の長が協議して、これを定める。 

２ 関係団体の長は、前項の規定により配分された定数の協議会職 

 員を、それぞれ当該関係団体の職員のうちから選任する。 

３ 会長は、前項の規定により選任された協議会職員のうちから、 

 主任の者（以下「事務長」という。）を定めなければならない。 

４ 事務長は、会長の命を受けて、協議会の事務をつかさどる。 

 （事務処理のための組織） 

第11条 会長は、会議を経て、協議会の事務を処理するために必要 

 な組織を設けることができる。 

   第３章 会議 

 （会議） 

第12条 会議は、第４条各号に掲げる事務の基本的な事項を決定す 

 る。 

 （会議の招集） 

第13条 会議は、会長がこれを招集する。 
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２ 会長は、委員の１人以上が審議すべき事項を示して会議の招集 

 を請求したときは、会議を招集しなければならない。 

３ 会長は、会議を招集する場合には、会議の日時、場所及び審議 

 すべき事項を、あらかじめ委員に通知しなければならない。 

 （会議の運営） 

第14条 会議は、委員の全員が出席しなければ、これを開くことが 

 できない。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、委員の全員 

 の一致により決定する。 

４ 協議会は、必要に応じて、会議に委員以外の者の出席を求める 

 ことができる。 

   第４章 財務 

 （経費の支弁の方法） 

第15条 第４条各号に掲げる事務に要する経費は、関係団体がそれ 

 ぞれ負担する。 

２ 前項の規定により関係団体がそれぞれ負担すべき経費の額（以 

 下「負担金」という。）は、遅くとも年度開始前までに、当該関 

 係団体の長が協議により決定しなければならない。 

３ 関係団体は、負担金を、年度開始後直ちに、協議会に交付しな 

 ければならない。 

 （歳入歳出予算） 

第16条 協議会の歳入歳出予算は、前条第３項の規定により交付さ 

 れる負担金、繰越金その他の収入をその歳入とし、第４条各号に 

 掲げる事務に要する経費をその歳出とする。 
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 （歳入歳出予算の調製等） 

第17条 会長は、毎会計年度歳入歳出予算を調製し、年度開始前に 

 会議を経なければならない。 

２ 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に 

 終わるものとする。 

 （予算の補正） 

第18条 会長は、前条第１項の規定により予算を調製した後に生じ 

 た事由に基づいて、既定の予算を補正する必要が生じたときは、 

 会議を経て、これを行うことができる。 

 （出納及び現金の保管） 

第19条 協議会の出納は、会長が行う。 

２ 協議会に属する現金は、銀行その他の金融機関への預金その他 

 の最も確実かつ有利な方法によって保管しなければならない。 

 （協議会出納員） 

第20条 会長は、協議会職員のうちから協議会出納員を命ずるもの 

 とする。 

２ 協議会出納員は、会長の命を受けて、協議会の出納その他の会 

 計事務をつかさどる。 

３ 会長は、出納その他の会計事務の一部を協議会出納員に委任す 

 ることができる。 

 （決算等） 

第21条 会長は、毎会計年度終了後２箇月以内に協議会の決算を調 

 製し、会議を経なければならない。 

 （その他の財務に関する事項） 

第22条 第15条から前条までに定めるもののほか、協議会の財務に 
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 関しては、協議会の規程で定める。 

   第５章 補則 

 （費用弁償等） 

第23条 会長、委員、協議会職員等は、その職務を行うために要す 

 る費用の弁償等を受けることができる。 

 （解散の場合の措置） 

第24条 協議会が解散したときは、協議会の収支は、解散の日をも 

 って打ち切り、会長であった者がこれを決算する。 

 （規程） 

第25条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な 

 事項は、会議を経て、協議会の規程で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規約は、関係団体の長が協議により定める日から施行する 

 。 

 （歳入歳出予算等に関する特例） 

２ 平成21年度の歳入歳出予算に限り、第15条及び第17条の適用に 

 ついては、第15条第２項中「遅くとも年度開始前までに」とある 

 のは「速やかに」と、同条第３項中「年度開始後」とあるのは「 

 前項の規定による決定の後」と、第17条第１項中「年度開始前に 

 」とあるのは「速やかに」と、同条第２項中「毎年４月１日」と 

 あるのは「この規約の施行の日」と、「翌年３月31日」とあるの 

 は「平成22年３月31日」とする。 

 

   提 案 理 由 
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 京浜港連携協議会を設けるため、京浜港連携協議会規約を定める

ことについて、東京都及び川崎市と協議したいので、地方自治法第

252 条の２第３項の規定により提案する。 
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 参  考  

   地 方 自 治 法 （ 抜 粋 ） 

 （ 協 議 会 の 設 置 ） 

第 252 条 の ２  普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 事 務 の 一 

 部 を 共 同 し て 管 理 し 及 び 執 行 し 、 若 し く は 普 通 地 方 公 共 団 体 の 事 

 務 の 管 理 及 び 執 行 に つ い て 連 絡 調 整 を 図 り 、 又 は 広 域 に わ た る 総 

 合 的 な 計 画 を 共 同 し て 作 成 す る た め 、 協 議 に よ り 規 約 を 定 め 、 普 

 通 地 方 公 共 団 体 の 協 議 会 を 設 け る こ と が で き る 。 

   （ 第 ２ 項 省 略 ） 

３  第 １ 項 の 協 議 に つ い て は 、 関 係 普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 の 議 決 

 を 経 な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 事 務 の 管 理 

 及 び 執 行 に つ い て 連 絡 調 整 を 図 る た め 普 通 地 方 公 共 団 体 の 協 議 会 

 を 設 け る 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。 

   （ 第 ４ 項 か ら 第 ６ 項 ま で 省 略 ） 

 


